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背景および趣旨 

 

 我が国は昭和６１年に男女ともに平均寿命世界一を達成し、令和３年に高齢化率２９．１％の超

高齢社会を迎えた。国の政策の目標は長寿を目指すことから健康寿命を延ばすことに変わり予

防・健康づくりを重視する潮流へと変わってきている。 

 

このような流れの中、メタボリックシンドロームや高血圧、糖尿病、脂質異常症などの生活習慣

病を早期発見し、早期対策に結びつけることを目的とした「特定健康診査（特定健診）」が、「高齢

者の医療の確保に関する法律」により、健康保険組合等の保険者に実施が義務付けられた。 

（平成２０年（２００８年）４月） 

 

 また「高齢者の医療の確保に関する法律第１９条」には「特定健康診査等基本指針に即して、五

年ごとに、五年を一期として、特定健康 診査等の実施に関する計画（以下「特定健康診査等実施

計画」という。） を定めるものとする。」とある。 

 

 本計画は法律に基づき、第四期６年間（令和６年～令和１１年）の当健保組合の特定健康診査

および特定保健指導の実施に関する基本的な事項、特定健康診査および特定保健指導の実施

ならびにその成果に係る目標に関する基本事項について定めるものである。 

 

 

当健保組合の現状 

 当健保組合は、食品製造・販売・物流を主たる業とする事業所が加入している健保組合である。 

令和６年度の事業所数は２７で、全国８都道府県に所在するが１０事業所が東京、７事業所が北

海道に所在している。 

被保険者数および平均年齢は、男性６，８８４人、４６．２５歳、女性２，５７３人、４４．０１歳、合計９，

４５７人、４５．６４歳である。 

 健康診断については検診車の巡回および委託機関で行っており、令和４年度の基本健診の実

施人数は巡回健診で６，１９８人である。（４０歳以上） 

 また、被扶養者および任意継続者の特定健診については全額健保負担とし、一部本人負担で

胃検診やエコー、婦人科健診を実施しており新生物、いわゆるガンを早期発見するための一助と

している。 
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特定健康診査等の実施方法に関する基本的な事項 

 

１． 特定健康診査等の基本的な考え方 

日本内科学会等内科系８学会が合同でメタボリックシンドロームの疾病概念と診断基準を 

示した。これは、内臓脂肪型に起因する糖尿病、高脂血症、高血圧は予防可能であり、発症した

後でも血糖、血圧をコントロールすることにより重病化を予防することが可能であるという考え方を

基本としている。 

 メタボリックシンドロームの概念を導入することにより、内臓脂肪の蓄積や、体重増加等が様々

な疾病の原因になることをデータで示すことができるため、健診受診者にとって生活習慣の改善

に向けての明確な動機付けができるようになる。 

 

 

２． 特定健康診査等の実施に係る留意事項 

被扶養者の受診が少ないため、定期的かつ継続的な受診勧奨を行なう。 

また被保険者・被扶養者共に提携先医療機関以外での受診時に受診結果の提出がなされてい

ない。一般被保険者については、巡回健診対象外の事業所健康責任者に対し受診結果コピーの

提出を促し、また被扶養者に対しては事業主からの定期的な受診勧奨に加え新たに巡回健診サ

ービスの導入を行なう。 

  

 

３． 事業主等が行なう健康診断および保健指導との関係 

事業主健診の約９割が四者契約（事業主・診療機関・イーウエル・健保組合）を締結する巡回健

診業者にて実施されているため、高い受診率を得ている。検診費用は事業主、４０歳～７４歳の検

査項目データ化費用は健保組合の負担で特定健康診査実施分として国に報告している。 

特定保健指導については SOMPOヘルスサポートに委託の上、全額健保組合負担にて事業主

の協力を得て事業所内および web環境のある自宅等で実施している。 

 

 

４． 特定保健指導の基本的考え方 

 生活習慣病予備軍の保健指導の第一の目的は、生活習慣病に移行させないことである。 

そのための保健指導では、対象者自身が健診結果を理解して自らの生活習慣を変えることが出

来るように支援することにある。 
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Ⅰ 達成目標 

 

１． 特定健康診査の実施に係る目標 

令和１１年度（２０２９年）における特定健診調査の実施率を９０．０％（国から提示の単一健

保指標）とする。この目標を達成するために、令和６年（２０２４年）以降の実施率目標を以下

のように定める。 

 

目標実施率 

 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 令和 10年 令和 11年 

被保険者 ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ 

被扶養者 ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ 

合計 ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ 

 

２． 特定保健指導の実施に係る目標 

令和１１年度（２０２９年）における特定健診調査の実施率を６０．０％（国から提示の単一健

保指標）とする。この目標を達成するために、令和６年（２０２４年）以降の実施率目標を以下

のように定める。 

 

目標実施率（被保険者＋被扶養者） 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

40歳以上対象者（人） １，１００ １，０８０ １，０６０ １，０４０ １，０２０ １，０００ 

特定保健指導対象者数 ６６０ ６４８ ６３６ ６２４ ６１２ ６００ 

実 施 率 ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ 

 

３． 特定保健診査等の実施の成果に係る目標 

令和６年度において、令和１１年度実施分の国への実績報告と令和２年度実施分の国への

報告を比較し、メタボリックシンドローム該当者・予備軍の割合等を比較し１０年間の事業の

効果分析とする。 
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Ⅱ 特定健康診査等の対象者数 

 

１． 対象者数 

（１） 特定健康診査 

被保険者                                             （人） 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

40歳以上対象者（人） ６，２６０ ６，３００ ６，３６０ ６，４２０ ６，４８０ ６，５４０ 

目標実施率 ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ 

目標実施者数 ５，６３４ ５，６７０ ５，７２４ ５，７７８ ５，８３２ ５，８８６ 

被扶養者                                             （人） 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

40歳以上対象者（人） ２，０２０ ２，０４０ ２，０６０ ２，０８０ ２，１００ ２，１２１ 

目標実施率 ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ 

目標実施者数 １，８１８ １，８３６ １，８５４ １，８７２ １，８９０ １，９０８ 

被保険者＋被扶養者                                      （人） 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

40歳以上対象者（人） ８，２８０ ８，３４０ ８，４２０ ８，５００ ８，５８０ ８，６６１ 

目標実施率 ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ ９０．０％ 

目標実施者数 ７，４５２ ７，５０６ ７，５７８ ７，６５０ ７，７２２ ７，７９４ 

 

（２） 特定保健指導の対象者数 

 6年度 7年度 8年度 9年度 10年度 11年度 

動機付け支援対象者 ４９５ ４８６ ４７７ ４６８ ４５９ ４５０ 

目標実施率 ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ 

目標実施者数 ２９７ ２９２ ２８６ ２８１ ２７５ ２７０ 

積極的支援対象者 ６０５ ５９４ ５８３ ５７２ ５６１ ５５０ 

目標実施率 ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ 

目標実施者数 ３６３ ３５６ ３５０ ３４３ ３３７ ３３０ 

保健指導対象者計 １，１００ １，０８０ １，０６０ １，０４０ １，０２０ １，０００ 

目標実施率 ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ ６０％ 

目標実施者数 ６６０ ６４８ ６３６ ６２４ ６１２ ６００ 
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Ⅲ 特定健康診査等の実施方法 

 

１． 実施場所 

特定健診は、被保険者については原則巡回健診により行なう。被扶養者については、委託業

者 

である（株）イーウエルの契約診療機関に委託する。 

特定保健指導は、委託業者であるＳＯＭＰＯヘルスサポート（株）および健保連共同事業委託 

実施業者等を利用し行なう。 

 

２． 実施項目 

実施項目は、標準的な検診・保健指導プログラム第２編第２章に記載されている健診項目と 

する。 

 

３． 実施期間 

実施時期は通年とする。 

 

４． 委託の有無 

（１） 特定健診 

被保険者については、巡回健診にて実施する。被扶養者に関しては、（株）イーウエルが契約 

している全国の検診機関にて行い、代行機関として（株）イーウエルを利用して決済をおこない

全国での受診が可能となるよう借地する。 

（２） 特定保健指導 

標準的な検診・保健指導プログラム第３編第６章の考え方に基づきアウトソーシングする。 

委託業者であるＳＯＭＰＯヘルスサポート（株）および健保連共同委託事業実施業者等を指導

実施機関とし、全国の事業所に手保健指導を行なう。 

 またプログラム外となるが、「メタボリックシンドローム支援該当のお知らせ」を健診結果と共に 

検診機関に発行させ、面談実施ができない支援該当者に対する専門相談窓口をティーペック 

（株）に委託開設し、すべての支援該当者が平等に指導を受けられるよう配慮する。 

 

５． 受診方法 

原則、任意継続被保険者および被扶養者は受診する検診機関に申込み、（株）イーウエル

へ受診券発行依頼をし、特定健診を受ける。 

   受診の窓口負担は無料とする。ただし、規定の実施項目以外を含む健診コースを受診した

場合、その内容に応じて受信者が自己負担額（１万円）を窓口で支払う。 
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６． 周知・案内方法 

周知は、当健保組合機関誌・ホームページ等に掲載するとともに、対象者個人への案内送付、 

 未受診者への案内送付を行なう。 

 

７． 健診データの受領方法 

検診のデータは、契約医療機関から代行機関を通じ電子データを随時（又は月単位）受領し 

 て、当組合で保管する。また、特定保健指導の外部委託先機関実施データは、（株）イーウエル 

 の保管データに厚生労働省への報告形式で組み込むものとする。 なお、保管年数は巡回健診

機関実施分も含め、５年とする。 

 

８． 特定保健指導対象者の選定の方法 

投薬治療移行による支援対象外の増加を目的とせず、真に健康状態の改善による支援該当 

 外の増加を目指す。 

（１）対象者 

40歳以上 74歳以下（75歳の誕生日前日まで）となる被保険者および被扶養者（任意継続被保

険者およびその被扶養者を含む）、かつ特定健康診査の結果が一定基準に該当した当健保加

入者。 

ただし、高血圧、糖尿病、高脂血症で服薬治療中の方は、医師による指導との重複受診を避

けるため、特定保健指導の対象にはならない。  

 

（２）選定条件 

①ステップ１（前提条件） 

腹囲と BMIで内臓脂肪蓄積のリスクを判定 

ア．腹囲が男性で 85cm以上、女性で 90cm以上 

イ．腹囲は上記ア未満だが、※ＢＭＩが 25以上 

  ※ＢＭＩ ＝ 体重（kg） ÷ 身長（m） ÷ 身長（m） 

②ステップ２（追加リスク） 

健診結果及び質問票より追加リスクをカウントする 

ア．血糖 空腹時血糖 100mg/dl以上、または HbA1c（NGSP値）5.6%以上 

イ．脂質 中性脂肪 150mg/dl以上、または HDLコレステロール 40mg/dl未満 

ウ．血圧 収縮期血圧 130mmHg以上または拡張期血圧 85mmHg以上 

エ．喫煙歴あり（ア～ウのリスクが 1つ以上該当する場合のみカウント） 
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 ③ステップ３（保健指導レベルのグループ分け） 

腹囲 

※追加リスク 対象 

ア血糖 イ脂質 ウ血圧 エ喫煙暦 40歳～64歳 65歳～74歳 

≧85cm（男性） 

≧90cm（女性） 

2つ以上該当 － 
積極的支援 

動機付け支援 
1つ該当 

あり 

なし 動機付け支援 

上記以外で 

BM≧25kg/㎡ 

3つ該当 － 
積極的支援 動機付け支援 

2つ該当 
あり 

なし 
動機付け支援  

1つ該当 － 

※ 追加リスクが０の場合は、情報提供レベルとする。 

 

 

Ⅳ 個人情報の保護 

当健康保険組合は、雪印メグミルク健康保険組合個人情報保護管理規定を遵守する。当健康

保険組合および委託された健診・保健指導機関は、業務によって知り得た情報を外部に漏らして

はならない。 

当健康保険組合のデータ管理者は、常務理事とする。またデータの利用者は当健康保険組合

職員に限る。外部委託する場合は、データ利用の範囲・利用者等を契約書に明記することとする。 

 

 

Ⅴ 特定健康診査等実施計画の公表・周知 

本計画の周知は、各事業所にパンフレットを送付するとともに、機関誌やホームページに掲載

する。 

 

 

Ⅵ 特定健康診査等実施計画の評価および見直し 

令和８年（２０２６年）に３年間の評価を行い、目標と大きくかけ離れた場合その他必要がある場

合には見直すこととする。 

 

 

Ⅶ その他 

当健康保険組合に所属する職員については、特定健診・特定保健指導等の実践養成のため

の研修に随時参加させる。 


